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委託業務名：熊本県立大学学内施設維持管理業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人熊本県立大学 

 

 



１ 委託業務名 熊本県立大学学内施設維持管理業務委託 

 

２ 履行場所  熊本県立大学 熊本県熊本市東区月出三丁目１番１００号 

 

３ 履行期間  令和６年（２０２４年）５月 １日から 

        令和７年（２０２５年）３月３１日まで 

 

４ 維持管理対象施設 

  ①熊本県立大学キャンパス 

所 在 地          熊本市東区月出三丁目１番１００号 

    主要建物              下記枠内のとおり 

  本部棟（２階建）、講義棟１号館（２階建）、文学部棟（４階建）、小ホー

ル、環境共生学部西棟（４階建）、環境共生学部北棟（５階建）、環境共生学部

南棟(５階建）､構造実験棟、総合管理学部棟（５階建）、大ホール、講義棟２号

館（３階建）、グローカルセンター（２階建）、中ホール、図書館（４階建）、

キャリアセンター、大学会館（２階建）、サブアリーナ・ＣＰＤセンター（２階

建）、アリーナ（２階建）、第１クラブ室、第２クラブ室（２階建）、地域共創

拠点運営機構実験棟 計２１棟 

    敷地面積等       ８７，９４８㎡（建物延床面積：４１，６２２㎡） 

 

  ②熊本県立大学小峯グラウンド、小峯クラブハウス 

所 在 地          熊本市東区小峯三丁目２６１３－１ 

   主要建物              小峯クラブハウス（２階建） １棟 

   敷地面積等       ５２，８９８㎡（建物延床面積：６８４㎡） 

 

  ③熊本県立大学職員宿舎 

所 在 地          熊本市東区長嶺東１丁目２－４５ 

   主要建物              職員宿舎（４階建） １棟 

   敷地面積等       ２，４８４㎡（建物延床面積：２，９４８㎡） 

  

 

 

  



第１章 一般事項 

 

１ 目的 

 この学内施設維持管理業務委託仕様書（以下「本仕様書」という。）は、熊本県立大学の

施設設備を計画的かつ適正に管理し、施設の安全性、施設設備の機能保持及び耐久性の向上

を図るため維持管理等の業務に関する仕様を定め、当該業務を合理的かつ効率的に執行する

ことを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

 契約書及び本仕様書による。 

 また、いずれにも記載されていない事項については、受託者は委託者との協議のうえ、決

定する。 

 

３ 法令の遵守 

 受託者は、業務の実施に当たっては、関係諸法令に基づき、委託者が定めた諸規程

を遵守しなければならない。 

 

４ 業務の実施 

（１）受託者は、業務の実施に当たっては、資格、技能等業務実施場所に適した人員

を配置するものとする。 

（２）受託者は、誠実かつ善良なる管理者の注意義務をもって業務を行うものとす

る。 

 

５ 業務の実施責任 

 受託者の行った業務の実施に瑕疵があり、又は善良なる管理者の注意を欠いたため

に不完全な実施がされた場合、受託者は、委託者に対し直ちに完全な実施となるよう

補完するものとする。ただし、受託者の責めに基づかないときは、この限りでない。  

 

６ 施設管理担当者 

 施設管理担当者とは、施設等の管理に携わる者で施設維持管理業務の監督を行うこ

とを委託者が指定した大学担当者をいう。 

 

７ 責任者の指定 

（１）受託者は、業務の実施に当たり、受託者を代理する責任者を選任し、次の任務にあた

らせるものとする。 

  ① 業務の実施に関する委託者との連絡及び調整 

  ② 業務仕様書に基づく細部事項の打ち合わせ 

  ③ 業務に従事する受託者の人員の管理及び指揮監督 

（２）委託者又は委託者の指定した施設管理担当者は、業務の実施に関し、仕様書に基づく 

注文等は、受託者の選任した責任者に対して行うものとする。ただし、緊急を要する   

事態等のときは、この限りでない。 

 

８ 業務担当者 

（１）業務担当者とは、大学が指定する現場に駐在し、仕様書等に従い業務を遂行する。 

   勤務時間内は、電話窓口対応に必要な携帯電話を常時携帯する。 

（２）以下の要件を満たす者を配置するものとする。なお、有する資格又は経歴を証する書

類を別途提出すること。 

  ① 従事する人員全員が正社員であること。 

  ② 契約締結日時点において施設維持管理業務の実務経験が１年以上の者であること。 

    ※正社員とは、社会保険・厚生年金保険・雇用保険の対象者をいう。 



 

９ 業務計画書 

 業務責任者は、業務の実施に先立ち、実施体制、業務担当者が有する資格等の業務を適正

に実施するために必要な事項を記載した「業務計画書」（様式任意）を委託者に提出し、協

議する。 

 

１０ 再委託 

 受託者は、業務の全部を一括して、第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 受託者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじ

め、委託者の承諾を得なければならない。この場合は、「再委託届」を委託者に提出する。 

 なお、施設維持管理に必要な少額備品の調達及び修繕工事の実施にあたり再委託を行う場

合は、委託者への提案時に再委託内容を付記し事前に了承を得ることで、再委託届の提出に

代えることができる。 

 

１１ 法令、規則関連規程 

 業務の実施に当たっては、適用を受ける法令、規則及び基準等を遵守すること。 

 また、大学内の環境保全活動に協力し、省資源、省エネルギーに努めること。 

 

１２ 業務の安全衛生管理及び服務規律 

 受託者は、業務の安全衛生管理については、業務責任者が責任者となり、関係法令に従っ

て行う。また、業務員の服装、規律及び風紀に責任を持ち、秩序ある職場の保持に努めると

ともに、業務の実施に必要な業務員への指導や研修を行うこと。 

 現場担当者が業務を遂行するにあたっては、熊本県立大学における立場・役割を理解した

うえで立ち居振る舞うこととし、大学における職名や氏名を掲示する名札等を着用するとと

もに、大学の名誉を傷つけ、または大学に不利益を与えるような言動および行為は一切慎む

こと。 

 

１３ 危険防止の措置 

 業務の実施にあたっては、常に整理整頓を行い、危険な場所には必要な安全措置を講じ、

事故の防止に努める。 

 業務を行う場所若しくはその周辺に第三者が存する場合又は立ち入るおそれがある場合に

は、危険防止に必要な措置を施設管理担当者に報告のうえ、当該措置を講じ、事故の発生を

防止する。 

 

１４ 関連業務との調整 

 別契約である関連する業務については、業務責任者間で調整を図る。 

 

１５ 予備品等の管理 

 支給された消耗品及び予備品については、使用した数量を施設管理担当者に報告する。 

 

１６ 完了報告 

 全ての業務が完了したときは、「委託業務完了通知書」（様式任意）を速やかに委託者に

１部提出する。 

 

１７ 業務の引き継ぎ 

（１）受託者は、次期受託者が円滑に受託業務を遂行できるよう、「業務引継書」（様式任            

意。以下「引継書」という）を契約満了日の前５日以内に作成し、委託者及び次期受託   

予定者立会いのもと、契約満了日までに委託業務の引継を完了しなければならない。 

（２）引継書は業務遂行において必要最小限の情報とし、受託者しか持ち得ない専門的な技

術その他の情報は記載しない。 



 

１８ その他 

 業務の実施に当たっては、次の事項に留意するものとする。  

（１）火気の使用に当たっては、十分に注意するものとする。  

（２）事務室等の鍵が必要な場合、双方協議のうえ貸与するものとする。貸与を受け

た鍵は慎重に扱うものとし、業務を実施するために必要な時間と場所に限り使用

するものとする。 

（３）電気・ガス及び水の使用に当たっては、極力節約に努めなければならない。  

（４）水の使用又は機械器具等の使用により、建物・器物等に損傷を与えぬよう注意

するものとする。 

（５）執務室及び器具の保管については、衛生に留意するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 業務内容 

 

１ 業務内容 

 業務内容は次のとおりとする。 

（１）施設維持管理に係る電話窓口対応 

  ア 連絡を受けた施設設備の不具合内容の確認、箇所の特定 

  イ 必要に応じ、他に大学が外部委託する施設設備管理事業者との連絡調整 

    （電気設備、空調設備、警備、防災設備、清掃、エレベーター 等） 

（２）施設の現地確認、応急措置 

  ア 故障、災害及びその他事故等により設備機器に異常が生じた場合の措置 

  イ 簡単な工具と部品によって行うことが可能な応急対応 

  ウ 通路やエレベーターが一時使用不能になる等、大学施設利用者への周知が必要と判

断される場合は、都度施設管理担当者へ至急報告 

（３）施設の修繕対応 

  ア 点検確認等の結果、修繕対応に必要な少額物品の調達又は修繕工事の提案 

  イ アの提案を経て委託者の了承を得た少額備品の調達及び修繕工事の実施 

  ウ イの実施に伴う大学施設使用管理者等との作業日程連絡調整 

（４）施設維持管理に必要な物品（消耗品、予備品及び備品）の管理 

  ア 施設維持管理に必要な物品の保管場所及び数量の把握 

  イ 他に外部委託する清掃や設備管理事業者等に対する必要な物品の拠出 

  ウ 物品の不足が見込まれる際の追加調達に係る提案 

  エ ウの提案を経て委託者の了承を得た物品の調達及び納品確認 

（５）施設内の巡回報告及び修繕提案 

  ア （１）～（４）の業務に支障のない範囲で、定期又は不定期に施設内を巡回し、修

繕が必要と判断される箇所を発見した際の報告及び修繕の提案 

（６）進捗管理・完了報告 

  ア 業務の進捗状況について日誌により報告 

  イ 少額物品の調達又は修繕工事等、対応に期間を要する場合は、大学関係者との作業

日程調整を含めた進捗を管理 

  ウ （３）（４）（５）により委託者の了承を得た少額備品の調達又は修繕工事の提案

に係る、完了確認及び報告 

（７）施設の管理上必要な業務 

  ア 他に外部委託する定期点検及び修繕工事等の立会及び報告 

  ウ 施設管理上行われる訓練活動への参加 

  エ その他一般常識として当然行われるべき業務 

 

２ 経費の負担 

（１）大学の負担  

ア 管理上必要な施設および設備  

イ 机、ロッカー等の事務用備品  

ウ 蛍光灯、管球等の消耗品および整備用部品とそれらの収納場所  

エ 管理又は業務遂行上必要な光熱水費  

（２）受託者の負担 

   ア 施設維持管理上必要な備品のうち、大学の貸与品以外に必要なもので大学が

使用を許可したもの 

   イ 委託者が貸与又は提供する以外の工具、消耗品類等 

  ウ 窓口対応業務に必要な携帯電話機に係る本体費用及び通信費用  

   ※携帯番号は電話対応窓口番号として大学関係者に周知する。勤務時間外は原

則として使用しない。 

  エ 大学の了承を得て行う、施設維持に必要な新たな物品の調達、修繕工事等に       



要する費用。 

なお、当該費用の範囲は、受託者による応急的な修繕が不可能で、かつ大学 

の既存設備や備品等を利用してもなお施設設備の機能を復旧させるために新たに

必要となる物品の調達に係る経費や、修繕工事等において本学に駐在する業務担

当者とは別に必要となる人件費等の経費とする。 

（３）経費の支払 

  ア 委託料の請求にあたっては、受託者は日報や個別の修繕提案・完了報告とは

別に、各月で業務完了分について請求し、委託者は支払いを行う。 

  イ （２）エに係る経費は、年額１,１００万円（消費税込み）の範囲内で実施す

ることとし、当該額を上回る修繕対応等の提案を大学が了承する際には、契約

内容の一部変更（年額の変更）について協議を行う。なお、（２）エに係る経

費は業務完了時の実績に基づき精算することとし、委託者は年額１，１００万

円との差額を契約額から減額し支払う。 

入札にあたっては、（２）エに係る費用を１，１００万円（消費税込み）と見

込むこと。    

 

３ 業務報告 

勤務時間中に取り扱った事項等を記録した日誌（様式任意）を各出勤日の翌開庁日までに

委託者へ１部提出する。なお、故障等、設備運用に支障を来す事由が発生した場合等で、施

設維持管理や修繕対応に必要な少額物品の調達又は修繕工事の提案を行う場合は、併せて別

紙により提案内容をまとめ、劣化状況を示す写真等を添付のうえ、委託者へ１部提出する。 

受託者は、業務に係る委託料を委託者に請求するときは、完了した業務内容を委託者      

に報告するとともに、委託者の指定する検査員の確認を受けるものとする。 

 

４ 備品、消耗品 

（１）備品 

  ア 机、椅子、事務用パソコン（学内インターネット環境利用可）、ロッカー、キャビ

ネット、工具棚、書類入、図面庫、整理箱、作業台等の備品は、大学の貸与品とし、

受託者の注意義務をもって管理する。 

   イ 上記以外の業務に必要な備品（大学が使用を許可したもの）は受託者の負担とす

る。 

（２）工具、消耗品類等 

 委託業務に使用する機材、工具、材料等は品質良好なもので、規格等指定のある機材、工

具及び規格品の材料を使用すること。 

ア 点検及び保守業務を行うのに必要な計測器、工具類、材料、機器予備品、ランプ等

の消耗品は大学の貸与品とし、受託者の注意義務をもって管理する。 

   イ 上記以外の業務に必要な計測器類、工具（設備に付属する工具を除く。）、事務用

品、被服等は受託者の負担とする。 

 

５ 配置人員の資格 

以下の要件を満たす者を配置するものとする。なお、有する資格又は経歴を証する書類を

別途提出すること。 

  ①従事する人員全員が正社員であること。 

  ②契約締結日時点において、施設維持管理業務の実務経験が１年以上の者であること。 

   ※正社員とは、社会保険・厚生年金保険・雇用保険の対象者をいう。 

 

６ 勤務体制及び勤務時間 

 勤務体制及び勤務時間は下記のとおりとし、業務責任者が調整を行うものとする。 

（１）常駐人員  １名以上 

（２）勤務時間 



    ① 開庁日 

      ８時３０分から１７時１５分まで 

   ② 大学入学共通テスト（令和７年（２０２５年）１月１８、１９日（土、日）の２

日間） 

      ６時３０分から１８時００分まで 

   ③ 上記①、②以外において、設備・機器の故障等に伴い対応が必要なとき 

       大学から指示された時間において 

 

   ※ 令和６年度（２０２４年度）の５月 1 日以降の開庁日は２２４日である。 

     (土・日・祝日、及び、年末年始休業(12/29-1/3)を除いた日） 

     なお、土･日･祝日等においても大学行事等を実施するが、本仕様書上では、これ

らは「閉庁日」とする。 

 

７ 業務の計画及び報告、提案 

（１）受託者は、本契約に基づき、業務に関する実施計画を策定し、計画的に業務を実施す

るものとする。ただし、委託者において、実施上異議があるときは、双方協議するもの

とする。 

（２）受託者は、業務を実施したときは、日誌・報告書等の書面をもって、速やかにその状

況を委託者に報告するものとする。 

（３）委託者は、受託者に対し、随時業務の実施状況の報告を求めることができる。 

（４）受託者は、省エネ、省資源のための改善を含めた提案を積極的に行う。 

 

 

  



特 記 仕 様 書 

 

 

第１ 時間外従事の取扱い 

 仕様書第２章６（２）③により業務を行った場合であっても、本件委託料の変更を行わな

いものとする。ただし、委託者は業務員の時間外従事勤務数が延べ１００時間を超えないよ

うに努めるものとする。 

 

第２ 業務員 

 業務員については、仕様書に記載の資格等を有するほか、令和６年（２０２４年）４月１

日現在において６５歳以下の者とする。ただし、あらかじめ受託者が委託者に協議し、委託

者がこれを認めたときは、この限りではない。 

 

第３ その他留意事項 

 大学側が別途委託する施設管理業務関係作業員との協力、必要に応じて指示、連絡調整を

行うものとする。 

 

 


